
【表紙】
　

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成24年12月10日

【四半期会計期間】 第22期第１四半期（自  平成24年８月１日  至  平成24年10月31日）

【会社名】 テックファーム株式会社

【英訳名】 Techfirm Inc.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長    千原  信悟

【本店の所在の場所】 東京都新宿区大久保一丁目３番21号

【電話番号】 03－3200－2012（代表）

【事務連絡者氏名】 取締役CFO    永守  秀章

【最寄りの連絡場所】 東京都新宿区大久保一丁目３番21号

【電話番号】 03－3200－2012（代表）

【事務連絡者氏名】 取締役CFO    永守  秀章

【縦覧に供する場所】 株式会社大阪証券取引所

（大阪市中央区北浜一丁目８番16号）

EDINET提出書類

テックファーム株式会社(E05742)

四半期報告書

 1/15



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第21期
第１四半期
累計期間

第22期
第１四半期
累計期間

第21期

会計期間
自  平成23年８月１日
至  平成23年10月31日

自  平成24年８月１日
至  平成24年10月31日

自  平成23年８月１日
至  平成24年７月31日

売上高 (千円） 567,153 809,764 2,745,073

経常利益又は経常損失（△） (千円） 26,848 △28,764 260,283

四半期（当期）純利益又は四半期純

損失（△）
(千円） 14,848 △16,564 133,112

持分法を適用した場合の投資利益 (千円） － － －

資本金 (千円） 321,035 621,005 621,005

発行済株式総数 (株） 23,790 31,870 31,870

純資産額 (千円） 900,662 1,520,898 1,612,866

総資産額 (千円） 1,472,922 2,098,965 2,442,172

１株当たり四半期（当期）純利益又

は四半期純損失（△）
(円） 653.90 △548.81 5,311.74

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
(円） 651.60 － 5,296.53

１株当たり配当額 (円） － － 1,400

自己資本比率 (％） 61.1 72.0 65.8

（注）１  当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２  売上高には、消費税等は含まれておりません。

３  持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社は存在しますが、損益等からみて重要性が乏しいた

め記載しておりません。

４  第22期第１四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するもの

の、１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。

　

２【事業の内容】

  当第１四半期累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

  当第１四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等

のリスクについての重要な変更はありません。

　

２【経営上の重要な契約等】

  当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　　

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

  文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

　　

(1)業績の状況

  当第１四半期累計期間におけるわが国の経済は、東日本大震災や原発事故の影響から回復基調となってきている

ものの、欧州の債務危機問題に起因する海外経済の減速、長期化する円高等により、依然として先行き不透明な状況

が続いております。

当社が属する情報サービス業界におきましても、クラウドサービス、アウトソーシング対応等へのニーズが高ま

り、企業のIT投資に一部回復が見られるものの、投資意欲が回復するまでには至っておらず、引き続き厳しい状況が

続いております。しかしながら、携帯電話市場にあっては、スマートフォン及びタブレット端末の普及に伴い、今後

もそれら端末を活用するソリューション・サービス展開に対する需要は大きく拡大していくものと見込まれます。

このような状況のもと、当社は顧客のOnly Oneパートナーを目指し、コンサルティングから開発、運用・保守サー

ビスまでのワンストップソリューションの提供、顧客企業のITサービス・ITソリューションの具現化に向けた企画

・提案力を強化し、売上の拡大に取り組んでまいりました。その結果、既存顧客との関係強化による受注拡大により

売上高は前年同四半期と比較して大幅な増収となりました。

利益につきましては、継続的な稼働管理の徹底による生産性の向上に努めコストの圧縮に取り組んだものの、売

上拡大及び大規模なワンストップソリューションを展開するための組織体制、パートナーシップの確立への投資、

また、一部開発案件における不採算案件の発生により、前年同四半期と比較して減益となりました。

上記により当第１四半期累計期間の業績は、売上高は809,764千円（前年同四半期比42.8％増）、営業損失は

26,620千円（前年同四半期は営業利益28,954千円）、経常損失は28,764千円（前年同四半期は経常利益26,848千

円）、四半期純損失は16,564千円（前年同四半期は四半期純利益14,848千円）となりました。

  　

(2)財政状態の分析

（資産）

  流動資産は、前事業年度末に比べ332,543千円減少し、1,800,362千円となりました。この主な要因は、有価証券が

100,000千円、仕掛品が22,355千円増加したものの、現金及び預金が320,463千円、受取手形及び売掛金が152,123千

円減少したことによるものであります。

固定資産は、前事業年度末に比べ9,834千円減少し、290,109千円となりました。この主な要因は、投資有価証券の

評価により投資その他の資産が1,362千円増加したものの、減価償却費により無形固定資産が6,492千円、有形固定

資産が4,704千円減少したことによるものであります。

繰延資産は、前事業年度末に比べ829千円減少し、8,493千円となりました。この主な要因は、株式交付費及び社債

発行費の償却によるものであります。

  以上の結果、当第１四半期会計期間末における資産合計は、前事業年度末に比べ343,206千円減少し、2,098,965千

円となりました。

　

（負債）

  流動負債は、前事業年度末に比べ249,476千円減少し、497,082千円となりました。この主な要因は、未払金の減少

によりその他が121,652千円、未払法人税等が103,405千円減少したことによるものであります。

固定負債は、前事業年度末に比べ1,763千円減少し、80,984千円となりました。この主な要因は、リース債務の減少

によりその他が1,816千円減少したことによるものであります。

  以上の結果、当第１四半期会計期間末における負債合計は、前事業年度末に比べ251,239千円減少し、578,066千円

となりました。
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（純資産）

  純資産は、前事業年度末に比べ91,967千円減少し、1,520,898千円となりました。この主な要因は、平成24年７月期

の期末配当を行ったこと、四半期純損失を計上したことにより利益剰余金が59,346千円減少、自己株式の取得

36,094千円によるものであります。

　　

(3)事業上及び財務上の対処すべき課題

  当第１四半期累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はあり

ません。

　　

(4)研究開発活動

  当第１四半期累計期間における研究開発活動の金額は、11,651千円となります。

  なお、当第１四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 85,000

計 85,000

　

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数（株）
（平成24年10月31日）

提出日現在
発行数（株）

（平成24年12月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 31,870 31,870

大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（グロース）

（注）２

計 31,870 31,870 － －

（注）１  「提出日現在発行数」欄には、平成24年12月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使によ

り発行された株式数は、含まれておりません。

２  権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。なお、当社は単元株制度を採用してい

ないため、単元株式数はありません。

　

（２）【新株予約権等の状況】

  該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

  該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

  該当事項はありません。

　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成24年８月１日～

平成24年10月31日
－ 31,870 － 621,005 － 581,005

　

（６）【大株主の状況】

  当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

  当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成24年７月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

　

①【発行済株式】

　 平成24年７月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式         1,312
－ （注）

完全議決権株式（その他） 普通株式        30,558 30,558 （注）

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 31,870 － －

総株主の議決権 － 30,558 －

（注）  権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。なお、当社は単元株制度を採用していな

いため、単元株式数はありません。

　

②【自己株式等】

　 平成24年７月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

テックファーム株式会社

東京都新宿区大久保一丁目

３番21号
1,312 － 1,312 4.12

計 － 1,312 － 1,312 4.12

　

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１  四半期財務諸表の作成方法について

  当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

　

２  監査証明について

  当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間（平成24年８月１日から平成24年

10月31日まで）及び第１四半期累計期間（平成24年８月１日から平成24年10月31日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受けております。

 

３  四半期連結財務諸表について

   当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。 
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

前事業年度
(平成24年７月31日)

当第１四半期会計期間
(平成24年10月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,271,180 950,716

受取手形及び売掛金 768,552 616,428

有価証券 － 100,000

仕掛品 9,086 31,442

原材料及び貯蔵品 327 546

その他 86,446 103,516

貸倒引当金 △2,687 △2,287

流動資産合計 2,132,905 1,800,362

固定資産

有形固定資産 62,487 57,783

無形固定資産 92,184 85,691

投資その他の資産

その他 145,953 147,316

貸倒引当金 △682 △682

投資その他の資産合計 145,271 146,634

固定資産合計 299,944 290,109

繰延資産

株式交付費 7,321 6,634

社債発行費 2,001 1,858

繰延資産合計 9,322 8,493

資産合計 2,442,172 2,098,965
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（単位：千円）

前事業年度
(平成24年７月31日)

当第１四半期会計期間
(平成24年10月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 140,674 121,543

短期借入金 ※
 150,000

※
 150,000

未払法人税等 105,300 1,894

賞与引当金 39,660 35,172

製品保証引当金 17,300 16,500

その他 293,624 171,972

流動負債合計 746,558 497,082

固定負債

社債 50,000 50,000

資産除去債務 18,037 18,090

その他 14,710 12,893

固定負債合計 82,747 80,984

負債合計 829,306 578,066

純資産の部

株主資本

資本金 621,005 621,005

資本剰余金 581,005 581,005

利益剰余金 475,255 415,909

自己株式 △64,806 △100,901

株主資本合計 1,612,459 1,517,018

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △6,575 △5,189

評価・換算差額等合計 △6,575 △5,189

新株予約権 6,983 9,070

純資産合計 1,612,866 1,520,898

負債純資産合計 2,442,172 2,098,965
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（２）【四半期損益計算書】
【第１四半期累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期累計期間
(自　平成23年８月１日
　至　平成23年10月31日)

当第１四半期累計期間
(自　平成24年８月１日
　至　平成24年10月31日)

売上高 567,153 809,764

売上原価 316,038 597,628

売上総利益 251,115 212,136

販売費及び一般管理費 222,160 238,756

営業利益又は営業損失（△） 28,954 △26,620

営業外収益

受取利息 124 113

為替差益 － 307

貸倒引当金戻入額 － 400

その他 72 20

営業外収益合計 197 840

営業外費用

支払利息 1,117 936

支払手数料 806 1,052

株式交付費償却 － 686

その他 379 310

営業外費用合計 2,303 2,985

経常利益又は経常損失（△） 26,848 △28,764

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） 26,848 △28,764

法人税等 12,000 △12,200

四半期純利益又は四半期純損失（△） 14,848 △16,564
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【会計方針の変更】

（減価償却方法の変更）

  当社は、法人税法の改正に伴い、当第１四半期会計期間より、平成24年８月１日以後に取得した有形固定資産につい

て、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

  この変更による損益への影響はありません。

　

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

（税金費用の計算）

  税金費用については、当事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失に当該見積実効税率を乗じて計算しております。ただし、当該見積実

効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率を使用する方法に

よっております。

　

【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

※  コミットメントライン及び財務制限条項

  当社は、資金調達枠の確保を目的とし、取引銀行１行とバイラテラル方式によるコミットメントライン契

約を締結しております。この契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成24年７月31日）
当第１四半期会計期間
（平成24年10月31日）

融資枠設定金額 300,000千円 300,000千円

借入実行残高 150,000 150,000

差引残高 150,000 150,000

 

上記のコミットメントライン契約には、次の財務制限条項が付されております。

・決算期（第２四半期を含む）の末日における単体の貸借対照表における純資産の部の金額を、前年同期比

75％以上に維持すること

・決算期（第２四半期を含む）における単体の損益計算書における営業損益及び経常損益を損失とならな

いようにすること

・決算期（第２四半期を含む）の末日における単体の貸借対照表上の借入依存度を60％以下に維持するこ

と　
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（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

  当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期

間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る減価償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次のとおり

であります。

　

　
前第１四半期累計期間
（自  平成23年８月１日
至  平成23年10月31日）

当第１四半期累計期間
（自  平成24年８月１日
至  平成24年10月31日）

減価償却費 9,545千円 6,414千円

のれんの償却額 － 4,782

　

　

（株主資本等関係）

Ⅰ  前第１四半期累計期間（自  平成23年８月１日  至  平成23年10月31日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年10月21日

定時株主総会
普通株式 22,707 1,000平成23年７月31日平成23年10月24日利益剰余金

（注）  １株当たり配当額には、記念配当350円を含んでおります。

　

Ⅱ  当第１四半期累計期間（自  平成24年８月１日  至  平成24年10月31日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年10月26日

定時株主総会
普通株式 42,781 1,400平成24年７月31日平成24年10月29日利益剰余金

　

（持分法損益等）

  関連会社につきましては、損益等からみて重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　　

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ  前第１四半期累計期間（自  平成23年８月１日  至  平成23年10月31日）

  当社は、ソフトウエア受託開発事業の単一セグメントであるため、記載は省略しております。

　

Ⅱ  当第１四半期累計期間（自  平成24年８月１日  至  平成24年10月31日）

  当社は、ソフトウエア受託開発事業の単一セグメントであるため、記載は省略しております。
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（１株当たり情報）

  １株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第１四半期累計期間
（自  平成23年８月１日
至  平成23年10月31日）

当第１四半期累計期間
（自  平成24年８月１日
至  平成24年10月31日）

(1）１株当たり四半期純利益金額又は四半期

    純損失金額（△）
653円90銭 △548円81銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額又は四半期純損失金額

（△）（千円）
14,848 △16,564

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額又は四半期純

損失金額（△）（千円）
14,848 △16,564

普通株式の期中平均株式数（株） 22,707 30,183

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 651円60銭 －

（算定上の基礎）   

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 80 －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前事業年度末から重要な変動があったものの

概要

－ －

（注）  当第１四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するもの

の、１株当たり四半期純損失金額であるため記載しておりません。

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

　

２【その他】

   該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　

 該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成24年12月10日

テックファーム株式会社

取締役会  御中
 

有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 斎    藤       昇      ㊞

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 杉    山    正    樹   ㊞

 

  当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているテックファーム株

式会社の平成24年８月１日から平成25年７月31日までの第22期事業年度の第１四半期会計期間(平成24年８月１日から平

成24年10月31日まで)及び第１四半期累計期間(平成24年８月１日から平成24年10月31日まで)に係る四半期財務諸表、す

なわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期財務諸表に対する経営者の責任

  経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

  当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

  四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

  当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

  当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、テックファーム株式会社の平成24年10月31日現在の財政状態及び同日をもって

終了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認めら

れなかった。

　

利害関係

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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